























































































































































































































































































































































































































判旨 憲法第14条第 1項は,国民に対 し法の下の平等を
保障したものであり,･-･同条項中の ｢社会的身分｣と
は,広く--･人の出生によって決定される社会的な地位
または身分に限定されるものではないと解するのが相当
であるから,本件条項中の ｢公的年金を受けることがで
きる地位｣もまた,右の ｢社会的身分｣に類するものと
いい得るのであり,憲法第14条第1項は,このような地
位による差別をも禁止 しているものといわなければなら
ない｡--元来,手当の受給資格の要件をどのようなも.
のとするかについては,立法時における立法者の裁量に
属するわけではあるけれども,その裁量により制定され
た手当法上の差別的取扱が,著しく合耳性を欠 く場合に
は,当該差別を生ぜしめる規定は,憲法第14条第1項に
違反し,無効なものといわなければならない｡---そこ
で次に,手当法の趣旨を明らかにし,手当の受給権者を
確定するなどして,右差別の合理性の有無を検討す 〔れ
ば〕t･-･手当法は児童の福祉の増進を究極の目的としな
がらも,立法技術の面では,国民年金法にならい,児童
を監護する母或いは母以外の児童を養育する者を手当の
受給権者とし,これらの者に対し,｢児童扶責手当｣ と
いう文言どおり,児童の扶費料として,手当を支給する
ことにしているといわなければならない｡そうすると,
本件において,本件条項が憲法第14条第1項との関連に
おいて考察されなければならないのは,次のような関係
においてであるということができる｡--障害福祉年金
を受給している父と,健全な母と,児童との3人の世帯
に対しては,障害福祉年金と手当とが支給され得るのに
反し,障害福祉年金を受給している母と,児童のみの2:
人の世背に対 しては,障害福祉年金が支給されるのみそ
あって,手当は絶対に支給されないことになっているわ
けである｡･-･そこで,すすんで,右の差別の合理性の
有無 ･程度について,検討する必要があるが---〔これ
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について検討すると⊃前記対比は同質の事例間における
対比であるといい得るのみならず,これが対比により,
前記両事例間には,憲法第14条第 1項所定の差別事由に
該当する事由による差別,即ち,性別による差別,並び
に障害者であるとの社会的身分類似の地位による差別と
いう二重の意味の差別が存することが明認される･--｡
(また〕手当法制定の経遠からすれば,--手 当法は--･
その稼得能力の喪失または減少に対処せしめるための防
貧的施策であるかのようである｡しかしながら,手当法
は同法第4条第 1項において,生別母子世帯に限らず,
母以外の者が児童を養育している世帯,更には,父が同
法別表に定める程度の廃疾の状態にある世帯などに対し
ても配慮し,手当を支給すべきものとしているのであっ
て,これは手当法が児童の福祉のみを目的とする児童手
当法類似の独自の意義お･riび機能を持っていることを示
すものであり,単に国民年金法を補完するに過ぎない趣
旨のものとは考えられない｡･･･;そして,国民年金法の
併給禁止規定自体も,特段の合理性を有するわけではな
く,主として財政上の理由によって存在しているものに
過ぎないものである-･-｡ (また)右障害福祉年金と手
当とは,その保険事故というべきものが全く別個独立で
あって,カバーする範囲が少しも重複しないわけである
から,これら両給付を併せて行うことが,不合理 であ
り,不当な結果を招来するという議論は,とうてい首肯
し得ない-- (のみならず⊃原告と同じ境遇にある生別
母子世帯においては,手当は救貧的機能を発揮している
ことを--･窺うことができるのである｡･--また被告は
｢廃疾の父を抱えている世帯の母に対して手当を支給す
るのは,同世帯の母が父の扶助と児童の監護という二重
の負担を負っているからであり,これに対し,原告のよ
うな世帯においては,母は児童を監護するという一つの
負担を負っているのみである-･-｣旨を主張する｡しか
しながら,原告の世帯においては,母自体が自己の生計
を維持することすら極めて困難な状況にあり,健全な母
に比べれば,やはり,自己の障害それ自体と,･児童の監
護という二重の負担を負っていることには変りがない｡
--t以上のとおり,被告の諸々の説明にも拘らず,前記
の本件条項による差別的取扱については,その合理性を
是認する理由を発見することができない｡しかしながら,
若し関係者らの経済生活が,かなり余裕があるといい得
る程度のものであるならば,その間に差別が存在し且つ
当該差別に若干の不合理があるといい得る場合において
もその差別を生み出している法規を憲法第14条第 1項違
反と断じ,無効に帰せしめるまでの必要性に乏 しいと思
料されるから本件条項の違憲性の有無を判断するに当っ
ては,原告と同じ境遇にある者がその生活実態において
極度に困窮し,これに対し,障害福祉年金と共に,手当
をも支給することが,社会保障制度の趣旨である所得保
障の観点から見て,極めて切実かつ緊迫した必要性があ
ることが前提とされるものといわなければならない｡そ
こで,次に,その点に関し,視覚障害者世帯および母子
世帯の各別につき,それぞれその生活実態を検討してみ
よう｡･--そうすると,原告のように全盲の視覚障害者
であって,児童を黄育している母子世帯の母が,現在の
社会経済事情下において,如何に貧困にして,苦錐に満
ち,同情せざるを得ないものであるかは,自ら明らかで
あ (る〕｡･--かかる事態を惹起させている本件条項 は
---憲法第14条第 1項に違反し,無効であるといわなけ
ればならな早｡--次に原告の-- ｢被告は原告が手当
の受給資格を有する旨の認定をしなければならない｣と
の右請求は･--三権分立の原則に反するものであって,
--現行法上許されない不適法な訴であるから,却下す
る外はない｡
(小川政亮 ･橋本宏子)
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